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小　監　第 ２９ 号

平成２８年８月２９日

　　小松島市長　濱　田　保　徳　 様

　　　　　　　　　平成２７年度小松島市公営企業会計決算及び

　　　　　　小松島市監査委員　 井　関　 勝　令

　　　　　　　　　同　　　　　 北　野　 恒　男

　　　　　　　　経営健全化審査意見書の提出について

     　　地方公営企業法第３０条第２項及び地方公共団体の財政の健全化に関す

　　 　る法律第２２条第１項の規定により、審査に付された平成２７年度小松島

       市公営企業会計の決算を審査したので、その結果について次のとおり意見

       を付して提出します。
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　２．すう勢比及び構成比等は、原則として各表内計数により計算している。
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　１．計数については、原則として、表示単位未満を切り捨て、端数調整を

６　むすび

　　していないため、合計等と一致しない場合がある。
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決算審査意見書

１　業務の状況について

    審査資料



　　　　　　

　           決算書及び附属書類は、法令に従って作成され、その計数は、関係諸帳簿と正確

           に符合していた。また、財務諸表は、経営状況及び財政状況を適正に記録されてい

　           なお、意見については、この報告書の関係項目において適宜記述したので、参考

           ると認められた。

           にされたい。

　　１ 審査の対象

　　　　　   平成２７年度　小松島市水道事業会計決算

　　３ 審査の手続

　　２ 審査の期間

　　　　 　　平成２８年 ７月 ５日、７月６日　　　

           　なお、重要な項目については、過去数年間の推移、類似都市との比較を行った。

    ４ 審査の結果及び意見

決 算 審 査 意 見 書

　           決算審査に当たっては、決算書及び決算附属書類が関係法令に従って作成されて

           いるか、また、これらの書類の計数が元帳その他の関係諸帳簿と符合しているか、

           を行った。

           さらに経営及び財政が適正に運営され、かつ正確に記録されているかについて審査

－１－



１　業務の状況について

っている。

  平成２７年度小松島市水道事業における配水施設については、老朽管更新事業、重要給水施設配

水管事業及び石綿管更新事業などを実施し、口径１００㎜のＨＰＰＥ管を約３４９ｍ、ＮＳ管を約

２９５ｍ、口径１５０㎜のＮＳ管を約３１０ｍ新設し、口径５０㎜から３５０㎜の配水管約２，９

８７ｍを耐震管に更新、配水管の年度末総延長は２５８，８４６ｍ（うち石綿管は４８３ｍ）とな

  業務量を前年度と比較すると、年間総排水量は２６５，９７５㎥（３．９％）減少し、年間有収

となっている。

  収益的収支のうち、営業収益では給水収益が３，１７２千円（０．５％）減でしたが、受託工事

収益では、引き込み件数の増加に伴い７，７７４千円（６８．３％）増であり、総収入は前年度と

比較して１４，７４６千円（２．３％）増収し、６６７，３０６千円であった。

２千円（４９．７％）増、また、人事異動に伴う人件費の増額等により配水及び給水費が１９，３

水量が、３１，８５５㎥（０．６％）減少したため、有収水量率は３．５％増加し、８２．２８％

  営業外費用については、前年度と比較して８，５８０千円（７．９％）減の９９，３８８千円、

特別損失についても、制度改正に伴う引当金の一括計上がないことから１４１，４１４千円減とな

  営業費用については、原水及び浄水費が、１９，８８４千円(２０．５％)減、資産減耗費が６，

２００千円（７４．１％）減となっているが、受託工事費は、引き込み件数の増加に伴い６，６７

６５千円（２８．０％）増、総係費が３０，６８９千円（４０．７％）増であり、営業費用総額は

  本年度の水道事業会計決算は、収入総額６６７，３０６千円に対し、支出総額６３９，８７１千

た。

り、総支出は前年度と比較して１１１，５７３千円（１４．８％）減の６３９，８７１千円であっ

前年度と比較して３８，４２１千円（７．７％）増の５４０，４７０千円となった。

円となり、２７，４３５千円（前年度９８，８８４千円純損益）の純利益となっている。

　資本的収支のうち、収入は国庫補助金４３，６９５千円、負担金１０，３９５円、加入金１２，

　以上のような状況で経過した平成２７年度水道事業の主な業務項目について、過去３ヵ年を対比

すると、次表「水道事業実績比較」のとおりである。

増加している。歳出は、建設改良費が４４０，４５４千円、企業債償還金は１６４，４８７千円で

、企業債の借入は行わなかったため、企業債残高３，２３１，７８１千円、前年度と比較して、１

６４，４８７千円(４．８％)減となった。

７９８千円であり、加入金は加入件数の増加により前年度と比較して２，３４４千円(２２．４％)

－２－



項　目 単位 ２５年度
すう
勢比

２６年度
すう
勢比

２７年度
すう
勢比

総 人 口 人 39,219 100.0 38,745 98.8 38,456 98.1

給 水 人 口 人 38,377 100.0 37,907 98.8 37,614 98.0

普 及 率 ％ 97.9 100.0 97.9 100.0 97.9 100.0

給水世帯数 戸 16,686 100.0 16,700 100.1 16,793 100.6

配 水 量 m3 6,880,810 100.0 6,751,280 98.1 6,485,305 94.3

一 日 平 均
配 水 量 m3 18,851 100.0 18,496 98.1 17,719 94.0

有 収 水 量 m3 5,491,577 100.0 5,367,990 97.7 5,336,135 97.2

一 日 平 均
給 水 量 m3 15,045 100.0 14,707 97.8 14,580 96.9

有収水量率 ％ 79.8 100.0 79.5 99.6 82.3 103.1

配水管延長 m 256,798 100.0 257,273 100.2 258,846 100.8

職 員 数 人 17 100.0 16 94.1 20 117.6

給 水 m3

当たり収益
円 116.96 100.0 121.57 103.9 125.05 106.9

給 水 m3

当たり費用
円 103.75 100.0 139.99 134.9 119.91 115.6

単年度収支 千円 72,574 100.0 △ 98,884 △136.3 27,435 37.8

累 積 収 支 千円 351,803 100.0 783,694 222.8 1,248,724 354.9

総 収 益
有収水量

総 費 用
有収水量

　現在給水人口

有収水量年間総量

有収水量
暦 日 数

年間総有収水量×100
年間総配水量

各年度末現在

各年度末現在

年間総配水量
暦   日   数

一 人 一 日
平均給水量 ℓ 392 100.0 388 99.0 388 99.0

一日平均有収水量
(年間有収水量÷歴日数)

水道事業実績比較表

備　　考

各年度３月３１日現在

　　給水人口
給水区域内人口

年間総配水量

－３－



（単位：円）

　予算額(A） 　決算額(B） 　差引(A-B） 執行率(B/A)

営 業 収 益 659,291,000 662,959,212 △ 3,668,212 100.6

営業外収益 41,629,000 43,623,569 △ 1,994,569 104.8

特 別 利 益 5,000 9,762,743 △ 9,757,743 195254.9

計 700,925,000 716,345,524 △ 15,420,524 102.2

営 業 費 用 595,127,000 551,549,902 43,577,098 92.7

営業外費用 121,478,000 111,694,329 9,783,671 91.9

特 別 損 失 500,000 13,883 486,117 2.8

予 備 費 100,000 0 100,000 0.0

計 717,205,000 663,258,114 53,946,886 92.5

△ 16,280,000 53,087,410 △ 69,367,410 -

２　予算の執行状況について

 （１） 収益的収入及び支出について（税込収支）

　 　平成２７年度における収益的収支並びに資本的収支の予算と決算の対比は、次のとお

   りである。

　また、営業費用は５４０，４７０千円（前年比１０７．７％）で、３８，４２０千円増、

営業外費用については、９９，３８７千円（前年比９２．１％）で、８，５８０千円の減、

特別損失については、１３千円（前年比０．０１％）で１４１，４１３千円の減であり、費

用全体では１１１，５７３千円減であった。

区　　分

収
　
入

支
　
 
出

収 支 差 引

　収益的収入総額は、予算額７００，９２５千円に対し、決算額は７１６，３４５千円（収

入率１０２．２％）（うち仮受消費税等４９，０４０千円）であり、収益的支出は、予算額

７１７，２０５千円に対し、決算額６６３，２５８千円（執行率９２．５％）（うち仮払消

費税等１１，０８０千円）となっており、消費税を相殺すると２７，４３５千円（前年比△

２７．７％）の当年度純利益を計上している。

　次に、各項目（税抜き）について前年度と比較すると、営業収益は６１３，９５４千円（

前年比１００．８％）であり、４，７９３千円の増収となっており、営業外収益については

４３，５８８千円（前年比１００．５％）で２０３千円の増収、特別利益についても、９，

７５０千円の増収となり、収入全体では１４，７４６千円の増収となっている。

－４－



　予算額(A） 　決算額(B） 　差引(A-B）
うち前年度
繰  越  額

執行率

企 業 債 0 0 0 0 0.0

負 担 金 7,870,000 10,395,515 △2,525,515 0 132.1

加 入 金 19,679,000 12,798,000 6,881,000 0 65.0

固 定 資 産
売 却 代 金

0 0 0 0 0.0

補 助 金 59,968,000 43,695,000 16,273,000 0 72.9

補 償 金 0 34,312 △34,312 0 0.0

計 87,517,000 66,922,827 20,594,173 0 76.5

建設改良費 556,156,600 440,454,255 115,702,345 7,176,600 79.2

企業債償還金 164,487,000 164,486,598 402 0 100.0

退 職 給 与 金 0 0 0 0.0

国 庫 補 助 金
返 還 金

0 0 0 0.0

他会計貸付金 0 0 0 0.0

計 720,643,600 604,940,853 115,702,747 7,176,600 83.9

△633,126,600 △538,018,026 △95,108,574 △7,176,600 －

 　
資

 　
資
　資本的収入における負担金１０，３９５，５１５円は県・市からの工事負担金及び消火栓設

置負担金であり、加入金１２，７９８，０００円は新設量水器取付加入金である。さらに、国

庫補助金４３，６９５，０００円を加え、収入合計は６６，９２２，８２７円である。企業債

の発行は無かった。

３円である。

円で補てんしている。

　したがって、資本的収入額が資本的支出額に不足する額５３８，０１８，０２６円は、消費

税及び地方消費税資本的収支調整額２４，７８１，０７３円、減債積立金１６２，０３７，０

００円、建設改良積立金２７５，５５８，０００円、損益勘定留保資金７５，６４１，９５３

（２） 資本的収入及び支出について（税込収支）
(単位：円・％）

区　　分

収
　
　
　
　
入

支
　
 
出

収 支 差 引

　支出部門の建設改良費４４０，４５４，２５５円の内訳は、建設改良費５２，３１３，１３

５円、配水設備改良費３８３，２８２，２２０円、営業設備費４，８５８，９００円である。

さらに、企業債償還金は１６４，４８６，５９８円となり、支出合計は６０４，９４０，８５

－５－



　        　当事業の企業債の状況は次のとおりである。

（単位：円）

前年度末残高

3,396,267,547

　　ウ　流用禁止経費について

　　   　   予算第６条に定められた議会の議決を経なければ流用することができない。

　　　経費の執行状況は、次のとおりいずれも適正に執行されている。

（単位：千円）

区　　　分

職員給与費

交　際　費

        

　　イ　一時借入金について

　　　　本年度も前年度に引き続き借り入れを行っていない。

 （３） その他の予算執行について

　　　　当事業の企業債の状況は次のとおりである。

本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

　　ア　企業債について

　　　２２，３０６千円に対し支出額１１，７６７千円で、限度内の執行であった。

予　算　額 決　算　額 残　　　額

　　　　予算第６条に定められた議会の議決を経なければ流用することができない。

0   164,486,598 3,231,780,949

132,531  127,670  4,861  

0  0  0  

　　すなわち、事業総収益６６７，３０６千円（前年比１０２．３％）に対し、事業総費

　用６３９，８７１千円（前年比８５．２％）で、差引２７，４３５千円（前年比△２７．

　７％）の純利益があり、未処分利益剰余金に計上している。

　　エ　たな卸資産の購入限度額について

３　経営の状況について

　　当年度の経営状況は、別紙審査資料１、比較損益計算書のように、２７，４３５千円

　の純利益を上げている。

　　　　予算第１０条で定められた、たな卸資産の購入状況は、予算額（限度額）

－６－



区分

年度　

23 652,521 100.0 646,448 100.0  6,073 100.0 

24 635,564 97.4 629,689 97.4  5,865 96.6 

25 642,315 98.4 628,798 97.3  13,516 222.6 

26 652,559 100.0 609,161 94.2  43,385 714.4 

27 667,305 102.3 613,954 95.0  43,588 717.7 

区分

年度　

23 569,359 100.0 470,031 100.0 97,500 100.0 

24 608,234 106.8 498,613 106.1 107,975 110.7 

25 569,741 100.1 461,329 98.1 105,955 108.7 

26 751,443 132.0 502,049 106.8 107,968 110.7 

27 639,870 112.4 540,470 115.0 99,387 101.9 

水道事業収益年度別比較表

水道事業費用年度別比較表

す　う
勢　比

（単位：千円，％）

す　う
勢　比

事業総費用

おり、主な増収の要素としては、給水世帯数の増加に伴い引き込み件数が増加したことによる

受注工事収益の増収によるものである。

うち営業収益 うち営業外収益

（単位：千円，％）

す　う
勢　比

す　う
勢　比

事業総収益
す　う
勢　比

　事業総費用は、前年度と比較すると１４．８％（１１１，５７３千円）減で、制度改正に伴

，４２１千円）増であり、主な増減は、職員給与費、備消品費、減価償却費などが増加し、修

繕費、動力費、支払利息などが減少している。

う引当金について一括計上の必要がなかったためである。営業費用については７．７％（３８

　なお、過去５年間の事業収益と事業費用を年度別に比較し、その推移を見ると次のとおりで

ある。

うち営業費用 うち営業外費用

す　う
勢　比

  当年度の事業総収益は、前年度と比較すると２．３％（１４，７４６千円）の増収となって

－７－



年度

区分
すう
勢比

構成
比

すう
勢比

構成
比

すう
勢比

構成
比

一 般 給 水 収 益 100.0 94.7 97.9 91.2 97.4 88.7

船 舶 給 水 収 益 100.0 0.3 74.1 0.2 70.0 0.2

受 託 工 事 収 益 100.0 2.7 66.2 1.7 111.5 2.9

手 数 料 100.0 0.1 77.6 0.1 97.1 0.1

材 料 売 却 収 益 100.0 0.1 49.0 0.0 55.5 0.1

雑 収 益 100.0 0.0 23.7 0.0 11.0 0.0

小　　計 100.0 97.9 96.9 93.3 97.6 92.0

預 金 利 息 100.0 0.4 65.5 0.3 55.3 0.2

不用品売却収益 100.0 0.0 921.8 0.0 - -

そ の 他 雑 収 益 100.0 1.2 11.0 0.1 10.9 0.1

他会計貸付金利息 100.0 0.3 83.2 0.3 - -

他 会 計 補 助 金 100.0 0.2 68.3 0.1 88.3 0.2

長期前受金戻入 100.0 - - 5.9 - 6.0

特 別 利 益 100.0 - - 0.0 - 1.5

小　　計 100.0 2.1 321.1 6.7 394.7 8.0

合　　計 100.0 100.0 101.6 100.0 103.9 100.0

２９３人減少し、３，０８５千円（前年比９９．５％）の減収となり、船舶給水収益では８

６千円（前年比９４．４％）の減収となっている。一方受託工事収益では、引き込み件数の

増加に伴い７，７７４千円（前年比１６８．３％）の増収、手数料についても１７９千円（

前年比１２５．２％）の増収、受取利息は、他会計貸付金利息が０円となったため、前年よ

り１，９５２千円（前年比４２．２％）減の１，４２６千円となっている。

1,124 768 992

2,031 1,690 0

２７　年　度

金　額 金　額 金　額

　当年度収益を項目別に見ると、総収入の８８．７％を占める一般給水収益は、給水人口が

0

0

13,516

642,315

43,398

607,755

2,068

17,181

915

２５　年　度 ２６　年　度

595,164

1,533

11,382

710

3

7,780

645

231

628,798

2,576

315

54

609,161

1,687

19,156

889

1,447

32

858

53,350

667,305

0

848

652,559

38,348

13

（単位：千円，％）
（１） 項目別、年度別収益比較表

40,321

9,762

357

25

613,954

1,425

592,078

－８－



（単位：千円・％）
年度

区分

１ヶ月２０ｍ3

市別 金　額
使用した場合

２０ｍ3まで
平成２６年度４月１日

６３７円 ３０ｍ3まで ２，３２９円
改定
税込料金

３１ｍ3以上

１０ｍ3まで
平成２６年度４月１日

１１ｍ3～２０ｍ3まで
改定、消費税相当額
８％を加算し端数切

２５０円 ２１ｍ3～３０ｍ3まで ２,１０６円
捨

３１ｍ3～５０ｍ3まで

５１ｍ3以上

１０ｍ3超２０ｍ3まで
平成２６年４月１日

８８０円 ２０ｍ3超３０ｍ3まで １,９２２円
改定、消費税相当額
８％を加算し端数切

３０ｍ3超
捨

８ｍ3超～５５ｍ3まで

５５ｍ3超

　（注）上表は、当初の基本料金及び超過料金であり、使用料等により料金の判定が異なっている。

小松島市 ８ｍ3まで ６００円
１０５円

２,００８円

平成１９年10月１日
改定、消費税相当額
８％を加算し端数切
捨

１２０円

１６０円

９０円

阿 南 市 １０ｍ3まで １２０円

１６０円

口径別 １００円

鳴 門 市  １３ｍｍ～ １３０円

 ２５ｍｍ １５０円

１４１円

徳 島 市 ８ｍ3まで １７５円

２２０円

７０円

19,156 

　支　　出（Ｂ）

　（２） 四市水道料金の比較

　　　   県内四市の現行水道料金は次のとおりである。

料金 料　　金　　基　　準
備　　考

水　量 超　過　料　金　（１ｍ３につき）

２５　年　度 ２６　年　度 ２７　年　度

　利益率（Ａ/Ｂ） 101.3 84.7 95.3 

　収　　入（Ａ） 17,181 11,382 

　以上のとおりであるが、このうち受託工事については収入支出とも独立した科目を設け、

その収支が明らかになるよう予算編成されている。ついては、過去３カ年の収支を比較し、

利益率を算定すると次のようになっている。

　以上のように、２５年度は収入が上まわっているが、２６年度、２７年度は支出が上まわっ

ております。２７年度は２６年度と比較すると利益率は高くなっていますが、なお一層の経費

節減に努めていただきたい。

16,963 13,433 20,105 

受託工事収益調

－９－



　（単位：千円，％）

すう
勢比

構成比
すう
勢比

構成比
すう
勢比

構成比

100.0 16.1 92.0 11.2 139.5 20.0

100.0 0.3 69.5 0.2 123.8 0.4

100.0 11.3 105.7 9.1 107.9 10.9

100.0 1.7 145.4 1.8 33.1 0.4

100.0 1.7 76.5 1.0 85.4 1.3

100.0 7.1 106.1 5.7 100.1 6.4

100.0 0.3 93.9 0.2 93.3 0.2

100.0 35.6 117.5 31.8 121.4 38.5

100.0 12.8 95.8 9.3 91.3 10.4

100.0 13.1 299.6 29.7 99.0 11.5

100.0 100.0 131.9 100.0 112.3 100.0

％（１０，６３９千円減）、動力費９４．３％（２，４６３千円減）、薬品費９９．３％（９

千円減）、支払利息９５．２％（３，３３３千円減）、その他３３．０％（１４９，７１０千

円減）となっている。

　次に、過去４カ年間の支払利息の推移について、支払額、対営業収益比等について検討する

ことにする。　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 

　当事業の費用について、項目別に分類すると上表のとおりであり、構成比で２０．０％を占

める人件費は、職員の増加により前年比１５１．７％（４３，５３４千円増）であり、平成２

５年度と比較しても、すう勢比で３９.５％、構成比で３.９％増加している。

　また、人件費以外を前年と比較すると、増加しているものは備消品費１７８．１％（９９７

千円増）、委託料１０２．１％（１，１３９千円増）、材料費１１１．６％（８６８千円増）

、減価償却費１０３．２％（７，７４５千円増）であり、減少しているものは修繕費２２．７

合 計

薬 品 費

減価償却費

支 払 利 息

そ の 他

639,870

223,576

751,443569,741

委 託 料

修 繕 費

材 料 費

動 力 費

年度

区分

職員給与費

備 消 品 費

203,055

40,708

1,370

246,415

66,452

13,771

7,501

3,132

8,369

72,814

74,626

43,171

1,379

238,670

69,785

73,866

9,470

9,804

40,679

1,469

1,837 2,274

64,487

1,277

68,172 69,611

２５　年　度 ２６　年　度

金 額

91,496 84,136

（３） 項目別、年度別費用比較表

金 額 金 額

２７ 年 度

127,670

－１０－



（４） 給水戸数、給水人口並びに普及率

16,093 16,445 16,700 16,793 

40,225 39,970 37,907 37,614 

16,857 17,076 17,092 17,162 

41,074 40,815 38,745 38,456 

97.9 97.9 97.9 97.9 

　　 　平成２７年度末における給水戸数は１６，７９３戸で､前年度より９３戸増加、給水人

　 　口は３７，６１４人で、２９３人減少している。

　 　　また、本市の水道普及率は９７.９％で、平成２６年度の全国平均９７.８％より０.１

   　％高くなっている。

している。

　なお、今年度も一時借入金の借り入れは行っていない。

　平成２７年度末における給水戸数は１６，７９３戸で、前年度より９３戸増加、給

水人口は３７，６１４人で、２９３人減少している。

　また、本市の水道普及率は９７．９％で、平成２６年度の全国平均９７．８％より

０．１％高くなっている。

普 及 率　（％） 97.9 
給水人口

給水区域内人口

総世帯数  (世帯) 17,059 　住民登録世帯数

総 人 口　（人） 39,219 

区分

給水戸数　（戸） 16,686 

給水人口　（人） 38,377 

　（平成２８年３月３１日現在）
年度

23 24 25 26 27 備　　考

営業収益に対する支払利息の比率 11.7% 11.6% 11.5% 10.8%

　平成２７年度の支払利息は営業収益の１０．８％であり、前年度よりも０.６％下降

0 

計 73,621 72,814 69,785 66,452 

支
払
利
息

企 業 債 利 息 73,621 72,814 69,785 66,452 

一 時 借 入 金 利 息 0 0 0 

　　　過去４年間の支払利息対営業収益比率推移表

 （単位：千円）
年度

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
区分

－１１－



（単位：ｍ3）

6,773,500 6,675,970 6,880,810 6,751,280 6,485,305

有 収 水 量 5,607,252 5,523,319 5,491,577 5,367,990 5,336,135

無 収 水 量 109,504 105,739 111,062 109,119 104,364

1,056,744 1,046,912 1,278,171 1,274,171 1,044,806

82.8% 82.7% 79.8% 79.5% 82.3%

1.6% 1.6% 1.6% 1.6% 1.6%

15.6% 15.7% 18.6% 18.9% 16.1%

　     

     

     

     

    　 

（単位：％）

94.7 95.3 94.9 94.7 93.9

84.1 86.7 85.9 86.2 84.1

80.4 80.5 80.7 80.6 80.1

82.8 82.7 79.8 79.5 82.3

　     

     

     

     

２６年度

有 収 水 量 率

（５） 年間配水量と有収水量

年度
２３年度 ２４年度 ２５年度

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
区分

２７年度
区分

配　  水  　量

有
効
水
量

無  効  水  量

徳　　島　　市

鳴　　門　　市

阿　　南　　市

小　松　島　市

有収水量率は、水道事業において、その効率を示す重要かつ基本的な指標であり、本市は

第３位となっている。なお、この有収水量率の算出は、配水量が基礎となっているが、本市

は送水量測定器と配水量測定器の指示数値を平均して配水量としている。今後も、配水測定

の管理を十分に行い、有収水量率の向上と正確な把握になお一層努力されたい。

無 収 水 量 率

無 効 水 量 率

平成２７年度の年間総配水量は６，４８５，３０５㎥（前年比９６．１％）であり、この

うち、有収水量は５，３３６，１３５㎥となっているため、有収水量率は８２．３％とな

り、前年度より２．８％上昇した。また、有収水量率の全国平均８９．８％（平成２７年

度）と比較すると７．５％低くなっている。これには､漏水量の増加等が起因していると考

えられる。

　次に、県内四市の有収水量率を見ると下表のとおりである。

年度
２３年度

－１２－



金額（円）

（電力料金）

2,783,284 2.434 0.411 33,726,292 100.0

2,772,494 2.408 0.415 34,169,350 101.3

2,890,232 2.381 0.420 40,679,660 120.6

2,826,606 2.388 0.419 43,171,134 128.0

2,703,110 2.399 0.417 40,708,244 120.7

    　

　　

（６） 過去５年間の１㎥当たりの給水収益及び給水費用比較表

円 116.37 115.07 116.96 121.57 125.05 

円 101.54 110.12 103.75 139.99 119.91 

千円 652,521 635,564 642,315 652,559 667,305 

千円 569,359 608,234 569,741 751,443 639,870 

ｍ3 5,607,252 5,523,319 5,491,577 5,367,990 5,336,135 

円 14.83 4.95 13.22 △ 18.42 5.14 

総 収 益 総 費 用

有 収 水 量 有 収 水 量

　    

    

   

配水量と消費電力及び料金

区分 配水量
（ｍ3/年）
（Ａ）

電力量
（kWh/年）
（Ｂ）

1KWh当たり
配水量（ｍ3）
（Ａ/Ｂ）

配水量１ｍ3当
たり消費電力

（kWh）
（Ｂ/Ａ）

す　　う
勢　　比年度

23 6,773,500 

24 6,675,970 

25 6,880,810 

26 6,751,280 

27 6,485,305 

総 費 用

　有収水量　

消費電力量の前年比は、９５．６％で１２３，４９６ｋＷｈ減少しており、電力料金につ

いては、前年比９４．３％で２，４６２，８９０円減少している。

年度
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

区分

1ｍ3当りの純益

（注）給水収益及び給水費用は、下記の所定方式によって算出したものである。　

給水収益（Ａ）＝ 給水費用（Ｂ）＝

平成２７年度における１㎥当たりの給水収益は､１２５円０５銭であり、給水費用は１１

９円９１銭となり、差額５円１４銭が１㎥当たりの利益である。この１㎥当りの利益に有収

水量５，３３６，１３５㎥を乗じると本年度の総利益２７，４３５千円となる。

 給水収益（Ａ）

 給水費用（Ｂ）

算
出
基
礎
計
数

総 収 益

－１３－



区分 市別 徳島市 鳴門市 阿南市

年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２７年度 ２７年度 ２７年度

 項目 人員 13 12 16 129 21 12

422,429 447,333 333,508 256,938 412,944 784,937 

2,952 3,159 2,351 1,830 2,839 5,909 

48,369 50,763 38,372 34,806 53,195 101,561 

（７） 職員数と業務量について

　　  　過去３ヵ年間の当事業職員一人当たりの業務量は、次表のとおりであり、県内四市の

職員１人当りの業務量

 給水人口（人）

 営業収益（千円）

小　松　島　市

 給 水 量（ｍ3）

　　  職員一人当たりの業務量を比較すると、給水量、給水人口及び営業収益すべてで第３位

　　  となっているが、職員数の増加によると考えられる。なお、人員数は資本的支出に係る

　 　 人員を除いた数とした。

－１４－



　　　　水道事業の経営改善の資料として、日本水道協会が発表している「水道統計要覧」

　　　に本市の実績を併記すると、別紙「審査資料３」のとおりである。

（単位：％）

20.0 10.0

10.4 7.2

38.5 36.8

6.4 4.8

0.4 4.1

1.3 -

0.2 0.5

0.8 -

22.0 36.6

100.0 100.0

高いものは、人件費（１０．０％増）、支払利息（３．２％増）、減価償却費（１

．７％減）、動力費（１．６％増）であり、低いものは、修繕費（３．７％減）、

薬品費（０．３％減）となっている。

区　　　分

人　　件　　費

支  払  利  息

減 価 償 却 費

動　　力　　費

修　　繕　　費

薬　　品　　費

計

材　　料　　費

　以上のように費用の構成比を全国平均（２６年度）と比較すると、本市の比率が

路 面 復 旧 費

　

水 道 事 業 費 用 構 成 調

小松島市 全国平均（２６年度）

そ　　の　　他

－１５－



  

すう
勢比

構成
比

すう
勢比

構成
比

すう
勢比

構成
比

100.0 85.5 97.4 88.5 99.9 92.3

100.0 － 0.0 － 0.0 －

100.0 1.4 0.1 0.0 0.1 0.0

100.0 11.6 84.4 10.4 56.6 7.1

100.0 1.5 66.7 1.1 38.0 0.6

100.0 100.0 94.1 100.0 92.6 100.0

　(注）固定資産額は減価償却後の額である。

　過去３ヵ年の資産の状況は上記のように推移しており前年度比は、資産総額では９８．４％

（１１２，９６８千円減）となっており、各資産について見ると、有形固定資産１０２．６％

（１６５，９８７千円増）、流動資産６７．１％（２４６，０３０千円減）、繰延資産５７．

０％（３２，９２４千円減）であった。

４ 財政の状況について

投資
その他の資産

　　以下、資産、負債及び資本について過去３ヵ年間を対比し、その推移を見ることにする。

（単位：千円）

２５年度

 （１） 資産について

２６年度 ２７年度

繰延資産

流動資産

123

　当年度の財政状況は､別紙審査資料２の比較貸借対照表のとおりである。

6,542,999

0

6,548,608

107,471

7,087,461

746,751

7,200,429

884,832

76,541 43,617

7,655,603合　計

区　分

有形固定資産

無形固定資産

123

500,721

114,691

6,377,012

0 0

－１６－



　　以下、資産の明細について表示するとＡ,Ｂ表のとおりである。

57,807,886

0

24,156,936

0

0 11,335,023

67,374,3640

24,983,621

18,593,638

23,695,280

4,440,590

9,406,357

636,462,508

4,047,670,038

り、機械及び装置は、送水ポンプおよび水道メーターである。

10,942,122,699 423,937,182 37,542,227 4,785,517,691 6,542,999,963

（単位：円）

総　在　高資産の種類 増　加　額 減　少　額

Ａ　有形固定資産明細

減価償却累計額 期 末 在 高

土　　地

建　　物

　有形固定資産のうち、本年度増加の主なものは、構築物は市内全域の配水管および消火栓等であ

車輌運搬具

工具器具備品

建設仮勘定

構 築 物

機械及び装置

9,302,144,120

937,097,491

386,493,346

合　　計

28,664,986

36,318,644

52,623,785

13,286,900

0

145,920,244

439,353,429

0

0

0 145,920,244

381,545,543

0

0

5,617,272,148

309,481,293

10,071,348

Ｂ　流動資産明細書
（ 単位：千円・％ ）

年度 ２５年度

区分 金  額
すう
勢比

構成比 金  額
すう
勢比

現 金 預 金

２６年度 ２７年度

構成比 金  額
すう
勢比

構成比

806,239 100.0 91.1 671,728 83.3 90.0 401,610 49.8 80.2

未 収 金 50,689 100.0 5.7 49,525 97.7 6.6 80,137 158.1 16.0

貸 倒 引 当 金 0 100.0 0.0 △5,673 － △ 0.8 △9,731 － △ 1.9

貯 蔵 品 27,903 100.0 3.2 28,410 101.8 3.8

前 払 金 0 100.0 0.0 2,760 － 0.0

100.0 500,721 56.6 100.0

28,703 102.9 5.7

0.4

計 884,832 100.0 100.0 746,751 84.4

0 －

　流動資産の前年比は、現金預金５９．８％（２７０，１１７千円減）、未収金１６１．８％（３

０，６１２千円増）、貸倒引当金は１７１．５％（４，０５８千円減）、貯蔵品１０１．０％（２

９３千円増）、前払金は２，７６０千円皆減となり、総額では６７．１％（２４６，０３０千円減

）となっている。なお、未収金の主なものは給水収益と工事負担金、消火栓設置負担金等である。

－１７－



区分

自己資本金

借入資本金

計 4,820,084 100.0 

1,262,663 

0 

２５ 年 度年度

1,262,663 

3,557,420 

すう
勢比

金　額

100.0 

100.0 

1,262,663 

－

26.2 

1,262,663 

0 

1,262,663 

－

26.2 

4,571,927

（３） 資本金について

（単位：千円,％）

すう
勢比

100.0 

  当年度の負債総額の前年比は９７．０％（１４０，４０２千円減）となっており、項目別では、

企業債が９４．４％（１７９，７０９千円減）、前受金が４．３％（１，１１６千円減）となって

いる。

２７ 年 度２６ 年 度

100.0 

金　額
すう
勢比

金　額

－ 0 －

計 70,479 100.0 4,712,329 6,686.1

0

6,486.9

長 期 前 受 金
収益化類型額

100.0 △ 568,778

1,170,918 －

203.4

繰
延
収
益

長 期 前 受 金 0 100.0 1,714,304 －

預 り 金 2,602 100.0 3,602 138.4 5,292

引 当 金 0 100.0 9,115 － 12,401 －

前 受 金 103 100.0 1,166 1,132.0 49 47.6

39.2未 払 金 67,773 100.0 26,448 39.0 26,535

－

企 業 債 0

179,709 －

流
動
負
債

企 業 債 0 100.0 164,486

固
定
負
債 修 繕 引 当 金 0 100.0 0 － 0 －

124,948 －退職給付引当金 0 100.0 130,202 －

100.0 3,231,780 － 3,052,071 －

すう
勢比

金  額
すう
勢比

金  額
すう
勢比

（２） 負債について

（ 単位：千円・％ ）

年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

区分 金  額

　過去３ヵ年間の資本金の推移は上表のとおりであり、自己資本金は前年比１００．０％で増減は

なかった。借入資本金については、公営企業会計制度の改正に伴い平成２６年度より負債として計

上されている。

－１８－



５　資金不足比率について

記

　　比　率　名 経営健全化基準

　　　　　　２０.０　（％）

平成２７年度

　２ 審査の結果

　　　審査に付された下記、平成２７年度における水道事業会計において算定された

　　資金不足比率は適正に計算されているものと認定する。

　①　資金不足比率 　　　　　　　－　　（％）

　　等について意を用いて審査を実施した。

　　　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により、審査

　　に付された平成２７年度公営企業会計の資金不足比率について審査を実施した。

　１ 審査の概要

　　　この審査に当たっては、法令等に照らし財政指標の算出過程に誤りがないか、

　　法令等に基づき適切な算定要素が財政指標の計算に用いられているか、財政指標

　　の算定の基礎となった書類等が適正に作成されているか、客観的事実の妥当性を

　　判断した上で財政指標の算定を行う場合において、公正な判断が行われているか

－１９－



６　むすび

    平成２７年度における水道事業収支については、単年度利益２７，４３５千円を計

  上しており、当年度未処分利益剰余金は、１，２４８，７２４千円となっているが、

  引き続き事務の効率化、経費削減を図り、給水収益の増収に努めていただきたい。

    平成２７年度小松島市水道事業会計の決算については、各項目ごとに記述したとお

  りである。

    老朽管の更新、重要給水施設配水管事業および石綿管更新事業等も計画的に進めら　　　　　　　

  れ、年度末総延長は２５８，８４６ｍ（うち石綿管は、４８３ｍ）となった。今後と

  も老朽管の更新等に取り組まれるよう希望する。

    一方、資本的収支について、補助金、負担金、加入金等を合わせた資本的収入総額

  は６６，９２２千円となり、事業投資に要した建設改良費及び企業債償還金等を合わ

  せた資本的支出総額は６０４，９４０千円である。差引き５３８，０１８千円が不足

  することになり、不足分については消費税及び地方消費税資本的収支調整額２４，７

  ８１千円、減債積立金１６２，０３７千円、建設改良積立金２７５，５５８千円、損

  益勘定留保資金７５，６４１千円で補てんしている。

    今後も引き続き、市民生活と都市活動を支えるため、災害に強い水道システムの構

  築に向けた耐震化事業の推進と、安全な水の安定供給および健全な事業経営に努めら

  れるよう望むものである。

－２０－



審査資料　１

比較増減 増減率 比較増減 増減率

金 額(Ａ) 構成率 金 額(Ｂ) 構成率 Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ 金 額(Ａ) 構成率 金 額(Ｂ) 構成率 Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ

営業費用 502,049,153 66.8 540,470,077 84.5 38,420,924 107.7 営業収益 609,161,268 93.3 613,954,716 92.0 4,793,448 100.8 

　原水及び浄水費 96,776,930 12.9 76,892,917 12.0 △19,884,013 79.5 　給水収益 596,697,810 91.4 593,526,220 88.9 △3,171,590 99.5 

　配水及び給水費 69,254,294 9.2 88,618,923 13.8 19,364,629 128.0 　受託工事収益 11,382,206 1.7 19,156,063 2.9 7,773,857 168.3 

　受託工事費 13,433,662 1.8 20,105,482 3.1 6,671,820 149.7 　その他の営業収益 1,081,252 0.2 1,272,433 0.2 191,181 117.7 

　総係費 75,315,859 10.0 106,004,641 16.6 30,688,782 140.7 営業外収益 43,385,441 6.7 43,588,113 6.5 202,672 100.5 

　減価償却費 238,670,645 31.8 246,415,171 38.5 7,744,526 103.2 　預金利息 1,687,445 0.3 1,425,704 0.2 △261,741 84.5 

　資産減耗費 8,361,553 1.1 2,161,923 0.3 △6,199,630 25.9 　他会計貸付金利息 1,690,184 0.3 0 0.0 △1,690,184 　　皆減

　その他営業費用 236,210 0.0 271,020 0.0 34,810 114.7 　他会計補助金 768,000 0.1 992,000 0.1 224,000 129.2 

営業外費用 107,968,388 14.4 99,387,929 15.5 △8,580,459 92.1 　長期前受金戻入 38,348,770 5.9 40,321,954 6.0 1,973,184 105.1 

　支払利息 69,785,949 9.3 66,452,366 10.4 △3,333,583 95.2 　雑収益 891,042 0.1 848,455 0.1 △42,587 95.2 

　雑支出 32,340 0.0 11,400 0.0 △20,940 35.3 

　繰延資産償却 38,150,099 5.1 32,924,163 5.1 △5,225,936 86.3 

特別損失 141,426,388 18.8 12,855 0.0 △141,413,533 0.0 特別利益 13,120 0.0 9,762,743 1.5 9,749,623 74,411.2

　過年度損益修正損 32,320 0.0 12,855 0.0 △19,465 39.8 　過年度損益修正益 13,120 0.0 9,762,743 1.5 9,749,623 74,411.2

　その他特別損失 141,394,068 18.8 0 0.0 △141,394,068 　　皆減

当年度純利益 27,434,711 当年度純損失 98,884,100

合　　　計 751,443,929 100.0 667,305,572 100.0 △84,138,357 88.8 合　　　計 751,443,929 100.0 667,305,572 100.0 △84,138,357 88.8 

平成２６年度 平成２７年度
科　　目

－
２
１
－

水　道　事　業　比　較　損　益　計　算　書　（平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日）
(単位：円・％）

借　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　方

平成２６年度 平成２７年度
科　　目



審査資料　２

比較増減 増減率 比較増減 増減率

金　額（Ａ） 構成率 金　額（Ｂ） 構成率 Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ 金　額（Ａ） 構成率 金　額（Ｂ） 構成率 Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ

有形固定資産 6,377,012,692 88.5 6,542,999,963 92.3 165,987,271 102.6 固定負債 3,361,983,924 46.7 3,177,020,015 44.8 △ 184,963,909 94.5 

　土地 145,920,244 2.0 145,920,244 2.1 0 100.0 　企業債 3,231,780,949 44.9 3,052,071,268 43.0 △ 179,709,681 94.4 

　建物 389,512,557 5.4 381,545,543 5.4 △ 7,967,014 98.0 　退職給付引当金 130,202,975 1.8 124,948,747 1.8 △ 5,254,228 96.0 

　構築物 5,424,990,601 75.4 5,617,272,148 79.3 192,281,547 103.5 　修繕引当金 0 0.0 0 0.0 0      －

　機械及び装置 335,572,544 4.6 309,481,293 4.4 △ 26,091,251 92.2 流動負債 204,818,437 2.9 223,988,996 3.2 19,170,559 109.4 

　車両運搬具 13,514,200 0.2 10,071,348 0.1 △ 3,442,852 74.5 　企業債 164,486,598 2.3 179,709,681 2.5 15,223,083 109.3 

　工事器具及び備品 14,878,761 0.2 11,335,023 0.1 △ 3,543,738 76.2 　未払金 26,448,218 0.4 26,535,163 0.4 86,945 100.3 

　建設仮勘定 52,623,785 0.7 67,374,364 0.9 14,750,579 128.0 　前受金 1,166,332 0.0 49,852 0.0 △ 1,116,480 4.3 

投資その他の資産 123,685 0.0 123,685 0.0 0 100.0 　引当金 9,115,137 0.1 12,401,819 0.2 3,286,682 136.1 

　長期貸付金 0 0.0 0 0.0 0 － 　　内 賞与引当金 7,731,675 0.1 10,455,922 0.2 2,724,247 135.2 

　リサイクル預託金 123,685 0.0 123,685 0.0 0 100.0 　　内 その他引当金 1,383,462 0.0 1,945,897 0.0 562,435 140.7 

流動資産 746,751,727 10.4 500,721,006 7.1 △ 246,030,721 67.1 　預り金 3,602,152 0.1 5,292,481 0.1 1,690,329 146.9 

　現金預金 671,728,542 9.3 401,610,922 5.7 △ 270,117,620 59.8 　　内 預金残高 1,378,540 0.0 1,580,629 0.0 202,089 114.7 

　未収金 49,525,292 0.7 80,137,371 1.1 30,612,079 161.8 　　内 工事保証金 690,120 0.0 2,184,840 0.1 1,494,720 316.6 

　貸倒引当金 △ 5,672,646 △ 0.1 △ 9,730,976 △ 0.1 △ 4,058,330 171.5 　　内 下水道料金 1,533,492 0.0 1,527,012 0.0 △ 6,480 99.6 

　貯蔵品 28,410,539 0.4 28,703,689 0.4 293,150 101.0 繰延収益 1,145,526,993 15.9 1,170,918,019 16.5 25,391,026 102.2 

　前払金 2,760,000 0.1 0 0.0 △ 2,760,000    皆減 　長期前受金　 1,714,304,547 23.8 1,170,918,019 16.5 △ 543,386,528 68.3 

繰延資産 76,541,175 1.1 43,617,012 0.6 △ 32,924,163 57.0 　長期前受金収益化累計額　 △ 568,777,554 △ 7.9 0 0.0 568,777,554    皆減

　退職給与金 76,541,175 1.1 43,617,012 0.6 △ 32,924,163 57.0 資本金　 1,262,663,546 17.5 1,262,663,546 17.8 0 100.0 

　自己資本金　 1,262,663,546 17.5 1,262,663,546 17.8 0 100.0 

　借入資本金 0 0.0 0 0.0 0      －

剰余金　 1,225,436,379 17.0 1,252,871,090 17.7 27,434,711 102.2 

　資本剰余金 4,147,008 0.1 4,147,008 0.1 0 100.0 

　減債積立金　 162,037,000 2.2 0 0.0 △ 162,037,000    皆減

　建設改良積立金 275,558,000 3.8 0 0.0 △ 275,558,000    皆減

　前年度未処理分利益剰余金 351,803,123 4.9 783,694,371 11.1 431,891,248 222.8 

　その他未処理分利益剰余金 530,775,348 7.4 437,595,000 6.2 △ 93,180,348 82.4 

当年度純損益 △ 98,884,100 △ 1.4 27,434,711 0.3 126,318,811 △ 27.7 

合　　　計 7,200,429,279 100.0 7,087,461,666 100.0 △ 112,967,613 98.4 合　　　計 7,200,429,279 100.0 7,087,461,666 100.0 △ 112,967,613 98.4 

平成２７年度
科　　目

平成２６年度 平成２７年度

－
２

２
－

水　道　事　業　比　較　貸　借　対　照　表　（平成２８年３月３１日現在）

(単位：円・％）

借　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　方

科　　目
平成２６年度



審査資料　３

（単位：％）

区分

項目 小松島市 全国平均 小松島市 全国平均

5.9 ※ 10.0

2.2 ※ 5.2

0.2 ※ 1.1

2.2 ※ 3.7

10.4 10.0 20.0

9.4 7.2 10.4

32.0 36.8 38.5

5.8 4.8 6.4

1.8 4.1 0.4

1.0 ― 1.3

0.2 0.5 0.2

0.7 ― 0.8

38.6 36.6 22.0

100.0 100.0 100.0

　    ※印については、公表されていない。

材 料 費

薬 品 費

路 面 復 旧 費

そ の 他

計

（注）平成２７年度全国平均の調べは資料未着につき空欄とした。

法 定 福 利 費

小　　　　　計

支 払 利 息

減 価 償 却 費

動 力 費

修 繕 費

水 道 事 業 費 用 構 成 調

平成２６年度 平成２７年度

給 料

手 当

退 職 給 与 金

－２３－


